
第３節 中国輸出の高付加価値化

前節でみたように、米中貿易摩擦の影響はこれまでのところ比較的に限定的なものに

とどまっている。しかしながら、アメリカと中国はGDP及び輸出入で世界第１位、第２

位の地位を占める大国であることに加え、グローバル・バリュー・チェーン（GVC: 

Global Value Chain） の進展により、輸出入を通じた各国経済への影響は、GVCの進展

以前よりも大きく波及すると考えられ、今後の動向には注視が必要である。本節ではま

ず、基本的な貿易統計によりアメリカと中国の貿易構造の変化を概観した上で、付加価

値貿易統計からみた世界全体のGVCの状況とアメリカや中国の位置付けの変化を確認

し、米中間の貿易摩擦の観点から、こうした変化の含意について考察する。

１．アメリカ・中国の貿易構造の変化

（WTO加盟後の中国の貿易の拡大）

中国の貿易量は、 年のWTO加盟後、急速に拡大している。輸出金額では 年にア

メリカを、 年にドイツを超えて世界第１位となり、輸入金額でも 年にドイツを抜き、

アメリカに次ぐ世界第２位となっている（第 図、第 図）。この間、貿易収支

も黒字が急拡大し、黒字幅は、 年の 億ドルから、ピークである 年には 億

ドルに達した。貿易黒字の大半は引き続き対アメリカや対ＥＵで占められている （第

図）。なお、アメリカの貿易収支赤字に占める対中赤字のシェアは、 年には

％程度であったが、 年には約 ％程度にまで上昇している（第 図）。

（輸出構造の変化）

この間の中国の輸出構造の変化を品目別にみると、労働集約型から高付加価値品目へ

の変化がみられる。 年には、繊維製品や玩具が最大の輸出品目であったが、 年に

は一般機械、電気機器がそれらのシェアを上回り、特に電気機器は 年に約４分の の

シェアを占めるに至っている（第 図）。生産段階別にみると、中国はGVCの下流

から上流へと変化しているとみられ、 年には、消費財が最大の輸出品目であったが、

GVCとは、複数国にまたがって配置された生産工程の間で、財やサービスが完成されるまでに生み出される付加

価値の連鎖と定義される（内閣府（ ））。

香港との間の貿易黒字も大きいが、香港の輸出は、 ％（ 年）が再輸出である。この背景としては、香港は、

アジアにおける地理的な優位性と自由貿易政策の下で中継貿易の拠点として発展してきたが、中国の改革・開放政策

以降は、中国と海外をつなぐ窓口となり、中国との結びつきを強めた経緯がある。
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（備考）アメリカ商務省より作成。
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中間財、資本財のシェアが高まっており、 年に中間財が、 年に資本財が消費財を上

回っている（第 図）。アメリカについては 年以降、品目別にみるとシェール

オイルの増産等を背景として原油・石炭類の割合が増加しているが、生産段階別にみれ

ば、中間財が ％台、その他が ％以下で期間を通じて推移しており、大きな構造変化

はみられない（第 図、第 図）。

第 図 各国の輸出額 第 図 各国の輸入額

第 図 中国の貿易収支 第 図 アメリカの貿易収支
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ドイツ

日本

中国

（億ドル）

（年）

（備考）World Trade Organization Statistics Database
より作成。

アメリカ

ドイツ

日本

中国

（億ドル）

（年）

（備考）World Trade Organization Statistics Database
より作成。

（備考）１．中国海関総署より作成。

２．アジアはASEAN、韓国、台湾の合計値。

その他

香港

アジア

アメリカ

日本

EU

（億ドル）

（年）
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（備考）経済産業研究所「RIETI­TID 2016」より作成。

（年）

（シェア、％）

輸送機器

一般機械

原油・石炭類

電気機器

中間財

（備考）経済産業研究所「RIETI­TID 2016」より作成。
（年）

（シェア、％）

原材料

消費財 資本財

第 図 中国の輸出の品目別シェア 第 図 中国の輸出の生産段階別シェア

第 図 アメリカの輸出の 第 図 アメリカの輸出の

品目別シェア 生産段階別シェア

（中国における加工貿易のシェアの低下）

中国の輸出を企業形態別にみると、 年以降の輸出拡大を主にけん引したのは、外

資企業であり、 年には、輸出に占める外資企業のシェアは約６割に達した。その後、

私営企業のシェアも高まり、 年にはほぼ同等のシェアとなったが、なお、外資企業が

４割強を占めている（第 図）。また、輸入においても、外資企業が約５割を占め

ている。これは中国において、原材料・部品を輸入して国内で加工し、海外に再輸出す

る加工貿易が大きな位置を占めてきたことが背景にある 。加工貿易を行う企業には輸

入した原材料・部品等に対する輸入関税や増値税の免除等の優遇措置が与えられ、そう

年時点で、加工貿易（来料加工及び進料加工）の輸出のうち８割超を外資企業が占めている。来料加工とは、外

国企業が加工貿易企業に原材料を寄託し、加工・組立後に加工費用を支払い、完成品を受け取る貿易形態。進料加工

とは、加工貿易企業が原材料を輸入（購入）し、加工・組立後に完成品を外国企業に販売する貿易形態。

（備考）経済産業研究所「RIETI­TID 2016」より作成。

（年）

（シェア、％）

原材料

中間財
消費財

資本財

（年）

（シェア、％）

電気機器

一般機械

繊維製品

玩具

（備考）経済産業研究所「RIETI­TID 2016」より作成。
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した措置が外資企業の対中投資拡大に大きな役割を果たしたとされる。ただし、 年以

降、加工貿易制度の見直し が進められたことから、 年に輸出の ％を占めていた加

工貿易のシェアは、 年には ％まで低下している（第 図）。

第 図 中国の企業形態別輸出入額

（輸出） （輸入）

第 図 中国の貿易形態別輸出入

（輸出） （輸入）

加工貿易が環境汚染等の諸問題を生んだとされたほか、貿易摩擦の緩和や産業高度化推進の観点から、加工貿易の

禁止・制限品目の拡大や輸出増値税還付率の引下げが行われた。

加工貿易

一般貿易

その他

（年）

（備考）１．中国海関総署より作成。

２．加工貿易は来料加工、進料加工

の合計。

（％）

その他企業

（ 年までは私営含む）

私営企業

外資企業国有企業

（備考）中国海関総署より作成。

（年）

（億ドル）

その他企業

（ 年までは私営含む）

私営企業

外資企業

国有企業

（備考）中国海関総署より作成。

（年）

（億ドル）

加工貿易

一般貿易

その他

（年）

（備考）１．中国海関総署より作成。

２．加工貿易は来料加工、進料加工

の合計。

（％）
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（輸入構造の変化）

中国の輸入をみると、一般貿易（加工貿易以外の通常の貿易）のシェアも高まってお

り、 年時点で約６割を占めている。この背景としては、中国の経済成長やそれに伴う

所得向上に加え、貿易政策が輸出促進のみならず輸入の拡大も重視するものに変化して

きていることもあるとみられる。例えば、第 次５か年計画（ ～ 年）においては、

「輸出の質的向上を図るとともに、輸入について、マクロ経済の均衡と構造調整に対す

る重要な役割を発揮させ、貿易収支構造を最適化する」としている。

輸入構造の変化を品目別にみると、輸出においてシェアを高めている電気機器や一般

機器は、輸入におけるシェアを低下させている（第 図）。また、生産段階別にみ

ると、輸出でシェアを高めている中間財、資本財は、輸入ではシェアを低下させ、代わ

りに消費財のシェアが高まっている（第 図）。この背景としては、中間財や資本

財の内製化が進展していることが考えられる。なお、原材料については、 年以降減少

しているが、内訳としては、主に原油・石炭類が大きく減少しており、原油価格が 年

半ば頃まで高騰した後に低下に転じた影響も考えられる。

アメリカについてはシェールオイルの増産等を背景に 年以降、石油・石炭類及び原

材料の輸入が減少している様子がみられるが、その他の分類では特段大きな変化はみら

れない（第 図、第 図）。

第 図 中国の輸入の品目別シェア 第 図 中国の輸入の生産段階別シェア

（年）

（シェア、％）
電気機器

鉄鋼・卑金属類

化学原料
原油・石炭類

（備考）経済産業研究所「RIETI­TID 2016」より作成。

一般機械

（年）

（シェア、％）

（備考）経済産業研究所「RIETI­TID 2016」より作成。

原材料

資本財

中間財
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中間財

（備考）経済産業研究所「RIETI­TID 2016」より作成。

（年）

（シェア、％）

原材料

消費財 資本財

（備考）経済産業研究所「RIETI­TID 2016」より作成。

（シェア、％）

輸送機器

一般機械
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（年）

第 図 アメリカの輸入の 第 図 アメリカの輸入の

品目別シェア 生産段階別シェア

２．グローバル・バリュー・チェーンにおける中国の位置付けの変化

前項では、基本的な貿易統計によりアメリカと中国の貿易構造の変化を概観した。こ

こでは、グローバル・バリュー・チェーン（GVC）が進展していることから、付加価

値貿易に関する統計を用いて貿易構造の変化や貿易を通じた波及経路を把握する。具体

的には、世界全体のGVCの進展状況と、米中を中心とする主要国のGVCにおける位置

付けの変化を確認し、さらにGVCの観点から米中間の貿易摩擦が他の国・地域に与え

る影響について考察する。

（１）世界のGVCの進展と停滞

はじめに、本節でみていく付加価値貿易の概念を概観した上で、世界全体のGVCの

進展の状況をみていく。

（付加価値貿易統計とは）

通常の貿易統計では、当該国から輸出又は輸入された財・サービスについて、その国

で創出された付加価値のみではなく、他国の付加価値も含めた全体が計上されている。

例えば、ある国から輸出される財・サービスの中には、当該国以外から輸入した中間

財・サービスを用いて生産されている部分もあるが、通常の貿易統計では、その中間

財・サービスも含め、全て当該国からの輸出に計上されている。そのため、統計上、中

間財・サービスが重複して計上される「二重計上（double count）」が存在する。GVC

－  73 －



が進展した世界ではこの重複が何回も繰り返され、二重計上分が拡大する。 
第 図の例でみると、A国で創出されB国へ輸出された付加価値「 」（＝A国の

総輸出 （gross exports）「 」）は、貿易統計上、B国からC国への総輸出としても計上

され、更にC国からD国、D国からE国への総輸出にも複数回計上されている。 
付加価値貿易統計は、こうした二重計上分を取り除き、各国で創出された付加価値の

みを捉えたものである。輸出又は輸入された財・サービス全体ではなく、その付加価値

部分に着目することにより、GVCの状況を分析することが可能になる 。ただし、付加

価値貿易統計でも捉えきれないGVCの側面がある点には留意が必要である 。

第 図 貿易イメージ

（世界全体のGVCの進展と世界金融危機後の停滞）

前述の通り通常の貿易統計では、ある国で生産された財が他国の輸出財に含まれる形

で再輸出された場合、貿易統計上、その財は世界全体でみると二重計上される。このこ

とを考慮すると、GVCが進展するほど、総輸出と付加価値輸出の差（二重計上分）が

拡大することとなる 。 
第 図は、世界全体の総輸出と付加価値輸出の金額とその差の付加価値輸出額に

対する割合を示している。 年以降、総輸出と付加価値輸出の差として表れる世界的な

GVCは進展を続けていたが、 年の世界金融危機を契機に両者の差は横ばいから縮小

に転じており、GVCの進展はこのところ停滞しているといえる。 
GVCの進展は、付加価値輸出（VAX：Value-Added in eXports）の総輸出に対する比率

（VAX比率：Ratio of VAX to Gross Exports）によってもみることができる 。VAX比率の

「粗輸出」と訳される場合もある。

付加価値貿易統計では、財貿易とサービス貿易の両方が含まれている。ただし、以下では特に製造業におけるGVC
を念頭に議論を進めることから、単に「財」と表記する。

本章（参考）を参照。

ECB (2014) を参照。

 例えば、ECB (2017a)、IMF (2016) を参照。 

（備考）Los and Timmer (2018) より作成。

国 国 国 国 国

A B C D E

生産する
財の種類

中間投入 中間投入 中間投入 最終財 消費・投資

付加価値 a b c d

総輸出 a a+b a+b+c a+b+c+d
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分母には二重計上分が含まれるため、GVCの進展はVAX比率の低下となって表れる。 
世界全体のVAX比率を確認すると、 年以降、世界金融危機まではほぼ一貫して

低下しており、GVCは進展を続けていた。しかしながら、世界金融危機後の「貿易大

崩壊（Great Trade Collapse）」は、ブルウィップ効果により、特にGVCを経由する中間

財貿易の大幅な落ち込みとして表れた 。GVCを経由する中間財貿易の多くは、貿易統

計における二重計上分を多く含むため、VAX比率は大きく上昇し、その後、世界貿易

の回復とともに再び世界金融危機前に近い水準まで戻した。しかしながら、 年頃から

上昇傾向に転じており、 年以降もおおむね横ばいで推移するなど、GVCの進展は世

界金融危機後に停滞している（第 図）。 
 

第 図 総輸出と付加価値輸出の差

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

サプライチェーン上にある企業は、より下流（消費者に近い側）の企業の需要を満たすことが要求されるが、必ず

しも情報が十分でない中で、不確実性を含む需要予測に基づいて供給管理を行わざるを得ない。こうした不確実性へ

の対応として、各生産段階の企業が行う在庫の積み増しと取り崩しといった在庫調整活動は、生産の変動幅を拡大さ

せるが、各生産段階における変動幅の拡大は、サプライチェーンの上流段階に行くほど、累積して増幅される。下流

の需要変動が上流に行くほど増幅されて伝わっていく様子が、牛（bull）を追う鞭（whip）を想起させることから、

こうした現象はブルウィップ効果（Bullwhip Effect）と呼ばれる。ブルウィップ効果とその「貿易大崩壊」における役

割については、Altomonte et al. (2012) 、Ferrantino and Taglioni (2014) を参照。 

総輸出

付加価値輸出

差（％、目盛右）

（億ドル）

（備考）１．UNCTAD­EoraGVC Databaseより作成。

２． 年以降の値は、UNCTADのナウキャストによる推計値。

３．差（％）は、付加価値輸出額と総輸出額の差の付加価値

輸出額に対する割合。

（％）

（年）
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第 図 世界全体のVAX比率

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
なお、付加価値貿易統計は、複数の国際機関から提供されている。代表的なものとし

ては、UNCTAD-Eora GVC Database、OECD-WTO Trade in Value Added (TiVA) Database、

World Input-Output Database (WIOD) がある。それぞれカバーする国や期間、推計方法等

が異なるため、各データベースから算出される世界全体のVAX比率の大きさには違い

がみられるものの、世界金融危機前までGVCが進展し、その後に進展が停滞するとい

う大まかな傾向は、いずれのデータベースでも同様である（第 図）。また、

UNCTAD-Eora GVC DatabaseとOECD-WTO TiVA Databaseでは、 年を境にVAX比率が上

昇傾向（GVCの進展が後退）にある点も共通している。本節では、最も幅広い国と期

間をカバーしているUNCTAD-Eora GVC Databaseを中心に、必要に応じてOECD-WTO 

TiVA DatabaseやWIODも併せて活用し、アメリカ・中国を中心にGVCの動向や貿易構造

についての考察を行う。 

（備考）１．UNCTAD­Eora GVC Databaseより作成。

２． 年以降の値は、UNCTADのナウキャスト

による推計値。

（％）

（年）

VAX比率
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第 図 世界全体のVAX比率（データベース別）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）国別の付加価値貿易動向

 
世界全体のGVCの進展が近年停滞する中、GVCの中における各国の位置付けには変

化がみられる。以下では、中国を中心としてGVCへの参加のこれまでの傾向と変化を

確認していきたい。

（国別VAX比率）

主要国の付加価値貿易を国別VAX比率でみると、国により大きな違いがみられる。

国ごとの差は、１人当たり所得といった経済発展の度合いではなく、貿易構造に依存す

るとされる。セクター別のVAX比率は、一般に、製造業で低く、農業や資源、サービ

ス業で高い傾向にあるが、これは、製造業では他のセクターからの投入に依存する部分

が大きいためである。そのため、国別のVAX比率は、製造業を輸出セクターの中心と

する国で低くなるとされる 。 
主要先進国（アメリカ、ドイツ、日本）のVAX比率をみると、 年はアメリカで

％と最も高く、次いで日本が ％と８～９割を占める一方、中欧諸国等へのオフショ

Los and Timmer (2018)、Johnson and Noguera (2012) を参照。

（備考）１．UNCTAD­Eora GVC Database、OECD. Stat、
WIOD "World Input­Output Database" より作成。

２．UNCTAD­Eora GVC Databaseの 年以降は、

UNCTADのナウキャストによる推計値。

３．OECD­WTO Tiva Databaseの 年以前は、

年 月公表の数値、 年以降は、 年

月公表の数値。OECDが数値を公表している

か国（ 年以前はカザフスタンは未公表）

の合計。

（％）

（年）

UNCTAD­Eora

WIOD

OECD­WTO TiVA
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アリングが進んでいるドイツでは ％と大幅に低くなっている 。時系列の変化をみる

と、 年以降、いずれの国でもVAX比率は低下傾向にあり、特に 年以降大きく低

下している。アメリカとドイツでは、 年以降はGVCの進展が停滞またはやや後退

（VAX比率が上昇）している（第 図）。 
中国では、世界金融危機までは、他の先進国を上回るスピードでVAX比率が低下傾

向にあったが、世界全体のVAX比率と同様に、 年を境に顕著に上昇している（第

図）。輸出に占める自国付加価値の比率の高まりは、輸出産業の生産活動において

海外からの中間財輸入への依存度が低下している可能性を示唆している。世界全体の

VAX比率と同様の動きとなっていることからは、世界のGVCの進展をリードしてきた

中国が、現在は世界全体のGVCの進展の停滞をもたらしていることもうかがえる。

日本と中国を除くアジアのうち、韓国、台湾、ASEANでは、VAX比率はおおむね６

～７割であり、多くの先進国と比較して海外からの付加価値に依存している割合が高い。

韓国では中国ほどではないものの、 年代にVAX比率が上昇に転じている。台湾と

ASEANでは、 年代以降、VAX比率は緩やかな上昇傾向にある。これらの国・地域

では、GVCへの依存を深めるのではなく、必要な中間財を自国で生産する方向に進ん

でいると考えられる。インドでは、VAX比率が高水準であることから、輸出産業の他

国からの輸入に対する依存度が低くなっていることがうかがえる（第 図）。

第 図 国別VAX比率（UNCTAD-Eora GVC Database）

（米中日独） （その他アジア）

ドイツにおけるGVCの進展については内閣府 (2017a）を参照。

日本 中国

アメリカ ドイツ

（％）

（備考）１．UNCTAD­Eora GVC Database より作成。

２． 年以降の値は、UNCTADのナウキャスト

による推計値。

（年）

韓国 台湾

インド ASEAN

（％）

（備考）１．UNCTAD­Eoraより作成。

２． 年以降の値は、UNCTADのナウキャスト

による推計値。

３．ASEANはASEAN加盟 か国の合計値。

４．韓国の 年の値は未公表。

（年）
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中国のVAX比率が 年時点でアメリカのVAX比率を上回っているか否かといった水

準の議論に関しては、データベースにより結果が異なる面もあり、留意が必要である。

第 図では、中国のVAX比率が 年にわずかながらアメリカのVAX比率を超す形

となっているが、OECD-WTO TiVA Databaseを用いて作成した第 図では、 年に

おいても中国のVAX比率がアメリカのVAX比率を超える状況にはなっていない。その

要因としては、中国で活発に行われている加工貿易に関する処理の方法の違いが挙げら

れる 。ただし、中国のVAX比率が世界金融危機後にほぼ一貫して上昇傾向にあること

や、他の国においても 年代にGVCの停滞や後退がみられることは、いずれのデー

タベースでも確認できる傾向である。

第 図 国別VAX比率（OECD-WTO TiVA）

（米中日独） （その他アジア）

 
 
 
 
 
 
 
 
 

次に、アメリカと中国からの個別輸出品目について、VAX比率（それぞれの製品の

総輸出のうち、自国が創出した付加価値の割合）の変化をみていく。アメリカの主要な

OECD-WTO TiVA Databaseは、中国とメキシコの付加価値貿易をより正確に推計するため、中国とメキシコについ

て加工貿易を調整した数値を作成（加工貿易と通常の貿易を別々に推計）しているが、UNCTAD-Eora GVC Database
ではそうした調整はされていない。一国の輸出の国内付加価値と海外からの付加価値は産業連関表を基に算出される

が、その際に、輸入中間財の投入割合（intensity）が輸出財と国内消費財で同じであるとの仮定が置かれている。一

方で加工貿易では、輸出財に含まれる輸入中間財（＝海外からの付加価値）の割合が、国内消費財に含まれる輸入中

間財の割合よりも高い。そのため、加工貿易で輸出される財について、輸入中間財の投入割合が国内消費財における

輸入中間財の投入割合と同じであると仮定してしまうと、海外からの付加価値が特に過小評価（＝国内付加価値の過

大評価）されることとなる。したがって、加工貿易について調整を行わない場合、総輸出に占める国内付加価値の割

合を示したVAX比率は、加工貿易が活発な国では過大評価（＝海外からの付加価値が過小評価）されることになる。

UNCTAD-Eora GVC Databaseのように加工貿易に関する調整を行っていない場合、中国やメキシコといった加工貿易

が貿易の高い割合を占める国では、OECD-WTO TiVA Database と比較してVAX比率が過大評価される傾向にある 
(Los and Timmer (2018)、Koopman et al. (2012)、Koopman et.al. (2010)、Jones et al. (2013)を参照 )。 
 

日本 中国

アメリカ ドイツ

（％）

（備考）OECD. Stat より作成。

（年）

韓国 台湾

インド ASEAN

（％）

（備考）OECD. Stat より作成。

（年）
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輸出品目のうち、アメリカから輸出される自動車と半導体等の 比率をみると、いず

れも 年代には低下し、 年以降はほぼ横ばいとなっている。 年までは海外から中

間財の輸入を増加させていたが、 年以降、その動きは停滞しているといえる（第

図）。 
 

第 図 アメリカから輸出される自動車・半導体等のVAX比率

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中国の主要な輸出品目のうち、コンピュータと衣服のVAX比率を確認すると、中国

から輸出される衣服のVAX比率は 年以降、 ％前後で安定している。一方でコン

ピュータのVAX比率は、衣服よりも水準は低いものの、 年の ％から 年には

％まで上昇しており、特に 年以降の上昇幅が大きい（第 図）。第 図で

みた通り、中国全体のVAX比率は 年以降顕著に上昇しているが、その背景には、中

国が産業の高度化を進める中で、コンピュータ等の高付加価値品の生産で使用する中間

財について、徐々に輸入品から自国生産のものへと切り替えつつあることがあると考え

られる。

（備考）UNCTAD­Eora GVC Database より作成。

（％）

半導体等

自動車

（年）
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第 図 中国から輸出されるコンピュータ・衣服のVAX比率

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（最終組立地としての中国の役割）

本節冒頭で確認したように、中国では、 年代半ばまで加工貿易による輸出が輸出

の５割以上を占めるなど、世界における製品の最終組立地として大きな役割を担ってき

た。しかしながら、世界金融危機以降、輸出に占める自国の付加価値を高めていること

から、この役割も変化している可能性がある。ここでは、加工組立輸出の動向を捉える

ため、中間財の付加価値輸出の動向を捉える指標である生産最終段階VAX（VAX-P: 

VAX for final stage production） を取り上げ、中国の最終組立地としての役割の変化を確

認する。

VAX-Pは、輸出された国内付加価値のうち、海外で最終財の生産に使われた付加価値

額を示す。第 図でみると、A国で創出された付加価値「 」「 」「 」のうち、

「 」及び「 」はB国へ輸出された後、C国及びD国で最終財生産に使用されている

が、「 」はA国内で最終財の生産に使われて、B国へ輸出された後、B国内で国内消

費されている（若しくは国内投資に用いられている）。この場合、A国のC国及びD国

に対するVAX-Pはそれぞれ、「 」及び「 」となり、A国のVAX-Pはその合計である

「 ＋ 」となる。A国の付加価値輸出額（VAX）は「 ＋ ＋ 」であるが、国内で

最終財の生産に用いられた「 」はVAX-Pには含まれない。

このように、VAX-Pは当該国の付加価値輸出のうち、中間財の付加価値輸出のみを捉

え、最終財の付加価値輸出は含まれない。例えば、中国からアメリカへの輸出のうち、

中国がアメリカへ最終財としての家具を輸出した場合は中国のアメリカに対するVAX-P

として計上されないが、中国がアメリカへ電子部品を輸出し、アメリカがその部品を使

VAX-PはWIODが提供している指標。詳細はLos and Timmer (2018）を参照。

（年）

（％）

（備考）UNCTAD­Eora GVC Database より作成。

衣服

コンピュータ

－  81 －



って最終財としてのコンピュータを製造した場合には、中国のアメリカに対するVAX-P

に計上される。

第 図 貿易イメージ（生産最終段階VAX（VAX-P））

 
以下では、VAX-Pの付加価値輸出額（VAX）に対する割合を示すVAX-P対VAX比をみ

ていく。上述のとおり、VAX-Pは中間財の付加価値輸出のみを捉えた指標であるため、

付加価値輸出において最終財の付加価値輸出の割合が高い国ほど、VAX-P対VAX比は低

くなる。 
国別のVAX-P対VAX比をみると入手できる最新値である 年時点で、中国では ％と、

アメリカ、ドイツ、日本、韓国、台湾と比較して低いものとなっている （第

図）。このことは、中国では、付加価値輸出に占める最終財付加価値輸出の割合がこれ

らの国と比較して高いことを示しており、中国が引き続きGVCの中で製品の最終組立

地として機能していることを示唆している。 

 VAX-P対VAX比率は、一次中間投入（石油等）を輸出する資源国では高くなる傾向にある。例えばオーストラリア

のVAX-P対VAX比率は ％である。

（備考）Los and Timmer (2018)、Timmer (2018) を基に内閣府作成。

VAX­P = a2

VAX­P = a1

国 国 国 国 国

A B C D E

生産する
財の種類

中間投入 中間投入 最終財① 消費・投資

a1 b1 c1
a2 b2

生産する
財の種類

中間投入 最終財② 消費・投資

付加価値 c2 d1

生産する
財の種類

最終財③ 消費・投資

付加価値 a3

最終財①関連 a1 a1+b1 a1+b1+c1
最終財②関連 a2 a2+b2 a2+b2+c2 a2+b2+c2+d1
最終財③関連 a3

付加価値

総輸出

A国のC国に対する

A国のD国に対する
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第 図 国別VAX-P対VAX比（ 年）

 
 
 
 
 
 
 
 
VAX-P対VAX比が最も低かった中国について時系列の推移をみると、世界金融危機後、

引き続き ％以下という比較的低い水準にとどまってはいるものの、上昇傾向にある。

このことは、中国の付加価値輸出に占める最終製品輸出の割合の減少傾向を示している

（第 図）。 
第 図 中国のVAX-P対VAX比 

 

 
 
 
 
 
 
 
中国のアメリカ、日本、ドイツに対するVAX-P対VAX比をみると（第 図）、い

ずれの国に対しても ％を下回っており、中国からの輸出の過半が最終製品の輸出であ

ることが確認できる。つまり、中国はアメリカ、ドイツ及び日本にとって引き続き製品

の最終組立地としての役割を担っている。ただし、その時系列の変化をみると、日本と

の関係ではおおむね横ばいの傾向にあるものの、アメリカやドイツとの関係では、

年代後半から緩やかな上昇傾向にあり、中国が両国に対して、中間財の付加価値輸出を

増加させていることが分かる。このことは、アメリカやドイツから世界への輸出品に含

まれる中国の付加価値の高まりを意味しており、両国の輸出産業が中国からの輸入に支

えられる側面が徐々に強まっていることを示唆している。 

（年）

（％）

（備考）WIOD "World Input­Output  Database" より作成。

台湾 アメリカ 韓国 日本 ドイツ 中国

（備考）WIOD "World Input­Output Database" より作成。

（％）
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第 図 中国の二国間VAX-P対VAX比 

 
 

（アメリカ、中国、ドイツ、日本のGVCへの参加状況）

GVCへの参加には二つの側面がある（第 図）。一つは、自国の輸出財に含ま

れる海外からの付加価値という側面である。これは、自国が国外から中間投入の提供を

受けて財を輸出していることを意味し、 GVC の「後方への参加（ backward 

participation）」と呼ばれる。例えば、ドイツが東欧諸国から部品を輸入し、自動車を輸

出している場合、部品の輸入はドイツのGVCへの後方参加にあたる。もう一つは、他

国の輸出財に含まれる自国の付加価値という側面である。これは、第三国の輸出に自国

が中間投入を提供する形での参加であり、 GVCの「前方への参加（ forward 

participation）」呼ばれる。例えば、韓国が電子部品を中国に輸出し、中国がその電子部

品を用いて自国でスマートフォンを生産し、それを輸出している場合、韓国の電子部品

の輸出は韓国のGVCへの前方参加にあたる。 
これらのGVCへの参加の二つの側面をみることで、国外からの中間投入の使用者と

してのGVCへの参加（後方への参加）と、自国外への中間投入の供給者としてのGVC

への参加（前方への参加）を包括的に確認することができる 。自国の輸出に含まれる

国外からの付加価値（国外から輸入した中間投入）の総輸出に占める割合は「後方への

参加率」、第三国の輸出に含まれる自国の付加価値（自国が輸出した中間投入）の自国

の総輸出に占める割合は「前方への参加率」を表し、前方への参加率と後方への参加率

の合計は、GVC参加率（GVC participation rate）と呼ばれる 。

Backer and Miroudot (2013) を参照。 
例えば、UNCTAD (2018)、Backer and Miroudot (2013) を参照。

（備考）WIOD "World Input­Output Database" より作成。

（年）

（％）

中国→アメリカ

中国→ドイツ

中国→日本
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第 図 GVC への前方参加と後方参加（イメージ図）

第 図の例でみると、C国の「後方への参加率」は他国からの付加価値輸入によ

る中間投入（「 ＋ 」）が自国の付加価値輸出（「 ＋ ＋ 」）に占める割合とし

て算出される。一方、C国の「前方への参加率」は、自国の付加価値輸出による中間投

入（「 」）が自国の付加価値輸出に占める割合として算出される。なお、この例では、

D国に輸出されたC国の付加価値「 」及び「 」のうち、「 」は、D国において国

内消費される（若しくは国内投資に用いられる）としているため、自国の付加価値輸出

による中間投入にはあたらないものとなる。

アメリカ、中国、ドイツ、日本のGVC参加率を比較すると（第 図）、いずれ

の国においても 年以降、GVC参加率が上昇する傾向がみられたが、 年頃を境にお

おむね横ばい又はやや下落している。VAX比率でみた場合と同じく、世界的にGVCの

進展が停滞またはやや後退している様子が確認できる。

アメリカについては、同国の輸出において半導体等高付加価値品目のシェアが高いこ

とを反映して前方への参加率が比較的高い。ただし、後方への参加率も徐々に高まって

おり、自動車産業等においてメキシコ等周辺国へのオフショアリングが進んでいること

が背景にあると考えられる 。

中国については、アメリカよりも後方への参加率が高いものとなっているが 、 年

内閣府（ ）を参照。

ここでは、時系列変化をみるためにUNCTAD-Eora GVC Databaseを用いているが、このため、加工貿易の比率が高

い中国については、海外からの付加価値が過少に評価されて、後方への参加率が低く評価されている可能性があるこ

とに留意する必要がある。

（上流） （下流）

国 国 国 国 国

A B C 付加価値

c1 D E

c2
生産する
財の種類

中間投入 中間投入 中間投入 最終財 消費・投資

付加価値

a
付加価値

b
付加価値c2を
利用して輸出

（備考）内閣府（2014）、Backer and Miroudot  (2013）等を 基に 内閣府作成。

C国が輸出した中間投入を用いてD国がE
国に輸出

C国の前方への参加

C国がA国及びB国からの中間投入を

用いてD国への輸出

C国の後方への参加

後方参加率
a＋b

a＋b＋c1+c2

前方参加率
c2

a＋b＋c1+c2

c1国内消費
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から 年にかけては、前方への参加率が高まる一方、後方への参加率は低下している。

これまでみたように、中国では世界金融危機後に高付加価値品の生産で利用される中間

財輸出を増やしているとみられ、そうした傾向を反映したものと思われる。

ドイツでは、４か国中、後方への参加率が最も高くなっているが、これは同国が中東

欧諸国等へのオフショアリングを進め、欧州域内で生産工程を分散させていることが背

景にあると考えられる 。日本については、アメリカと同様に前方への参加率が後方へ

の参加率に比べて高かったが、近年は後方への参加率も高まっており、オフショアリン

グを活用している様子がうかがえる。

第 図 GVC参加率

（アメリカ） （中国）

（ドイツ） （日本）

 
 

内閣府（ ）を参照。

後方への参加
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（％）
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（３）貿易弾性値の変化にみる中国輸出の高付加価値化

米中貿易摩擦が米中両国の輸出に与える影響は、貿易弾性値（輸出（輸入）の価格弾

性値および所得弾性値）の大きさに依存するが、これまでみてきたようなGVCへの参

加状況の変化は、両国の貿易弾性値を変化させてきた可能性がある。以下では、両国の

貿易弾性値の変化を確認し、米中貿易摩擦が両国の輸出に与える影響、また両国の輸出

構造の変化について考察する。 
 

（GVCへの参加と貿易弾性値）

追加関税措置の目的は、輸入品（追加関税措置を課された国にとっての輸出品）に対

する関税率を引き上げることで、当該輸入品の国内販売価格を高め、その価格競争力を

低下させることにある。追加関税措置を課された国は、輸出が減少すればその分、経済

にマイナスの影響を受けることになる。ある国の輸出が価格要因によってどの程度変化

するかは、輸出の価格弾性値（輸出価格が１％変化したときに輸出が何％変化するか）

を推計することによって知ることができるが、この値はGVCへの参加状況等輸出構造

によって変化すると考えられる。輸出は海外の需要要因にも影響を受けるが、その影響

の受けやすさを示す輸出の所得弾性値（海外需要（所得）が１％変化したときに輸出が

何％変化するか）も、GVCへの参加状況等輸出構造によって変化すると考えられる。 
前項では、アメリカと中国がともにGVCへの参加を進めてきたこと、中国ではアメ

リカに比べて後方への参加を中心としてきたが、世界金融危機後の 年代以降は前方

への参加も進めていること、を確認した。こうした動きは貿易弾性値の変化としても表

れると考えられる。

一般に、GVCへの参加の進展は、輸出の価格（為替）弾性値を低下させ、所得弾性

値を高めるとされる。価格弾性値の低下は、特に後方への参加の場合に、例えば自国通

貨の減価が国外からの中間投入を輸入する際のコスト増要因となり、自国通貨安による

価格競争力の高まりが一部減殺される 場合に生じると考えられている。また、所得弾

性値の上昇は、サプライチェーン上の企業の在庫調整活動によって、海外需要の変動が

輸出に与える影響が増幅されるブルウィップ効果によって生じると考えられている 。 

輸出の関税率の変化に対する弾性値は、為替レートの変化に対する弾性値と異なる可能性がある（例えば、

Fitzgerald and Haller (2018) はアイルランドの個票データを用いて輸出の関税弾性値は為替弾性値よりも大きいこと

（初期値で３～７倍程度）を報告している）が、関税率に対する弾性値の推計は十分なサンプル数の確保が容易では

ないこと、またここでは弾性値の水準よりもその変化に関心があることから、為替レートの変化に対する弾性値を価

格弾性値として扱う。

Ahmed et al. (2017) を参照。 
Alessandria et al. (2010) を参照。ブルウィップ効果については本節脚注 を参照。 
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この他にも、GVCの進展により所得弾性値の高い耐久財が輸出品目に占める割合が

高まることで所得弾性値が高まる、といった構成効果（Composition Effect）の存在が指

摘されている ほか、高付加価値品ほど所得弾性値は大きく、価格弾性値は小さいこと

から、輸出品目構成に着目すべき、との指摘もある 。したがって、特に国別にGVCの

進展が貿易弾性値に与える影響をみる場合は、その進展が比較的高付加価値品の輸出の

割合を高める前方への参加を中心にしたものかどうかなど、当該国のGVCへの参加状

況等を総合的に評価する必要がある。 
GVCの進展と貿易弾性値の変化に関する先行研究の多くは、クロスカントリーデー

タを使ったものが多く、国別の前方・後方への参加状況との関係を考慮したものは少な

いが、中国におけるGVCの進展と輸出の貿易弾性値の関係をみた先行研究として、

Gangnes et al. (2014)、Kruger et al. (2017) がある。Gangnes et al. (2014) は中国の耐久財輸

出の所得弾性値が高いことを示し、GVCの進展が所得弾性値を高めた可能性、すなわ

ち構成効果が支持される可能性を主張したものであるが、所得弾性値そのものの時系列

変化を捉えたものではない。また、Kruger et al. (2017) は ～ 年期から ～ 年期に

かけての価格弾性値の低下を報告 しているものであるが、上述したような 年代以

降の中国におけるGVCへの参加状況の変化が価格弾性値に与えた影響を必ずしも捉え

られていない。このため、以下ではアメリカと中国における輸出の貿易弾性値の時系列

変化を推計し、米中間相互の追加関税措置の効果と時系列変化の背景について考察を試

みる。 
 
（米中輸出の貿易弾性値の時系列変化）

ここでは、時変ベクトル自己回帰（TVP-VAR: Time-Varying Parameter）モデル を用い

て、アメリカと中国における輸出の所得弾性値と価格弾性値の時系列変化を推定する。

推定には、世界鉱工業生産（海外需要の代理変数、自国鉱工業生産を除いたもの）、実

質実効為替レート、輸出の３変数（月次ベース、推定期間は1998年1月～2018年7月）を

用いた78。Iwaisako and Nakata (2017) に従い、ショックの識別にあたっては世界鉱工業

生産、実質実効為替レート、輸出の順に外生性が高いと仮定し、ラグ数を とした。輸

出の価格弾性値・所得弾性値は、輸出及び実質実効為替レート（価格）あるいは世界鉱

Bems et al. (2010)、Escaith et al. (2010) を参照。

Thorbecke and Salike (2018) を参照。

～ 年期までのデータを用いて、 年から 年毎に 年ずつ推計期間の始期と終期をずらして推計を行

うローリング推計（Rolling Window Regression）によって、 ～ 年期、 ～ 年期、 ～ 年期、

～ 年期、 ～ 年期、 ～ 年期の計６期分の価格弾性値を報告している。

同モデルについては中島・渡部（ ）を参照。推計に際してはNakajima (2011) のプログラムを利用した。

いずれも前年同月比、世界鉱工業生産及び輸出（通関ベース）は実質季節調整値を用いた。中国の輸出については、

実質値が公表されていないため、生産者物価指数を用いて実質化した。
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工業生産（所得）について、価格あるいは所得へのショックから１年後までの各変数の

変化を用いて算出した（第 図） 。なお、価格弾性値については、所得弾性値と

比較しやすくするため、絶対値を示している。 
まず、直近のアメリカと中国の輸出の貿易弾性値から、米中間相互の追加関税措置の

効果について考察する。米中両国の輸出の価格弾性値を比較すると、中国の方がやや大

きい値となっており、仮に全輸出品目に対して米中両国が相互に同率の関税率の引上げ

を行った場合、中国の対米輸出の方がアメリカの対中輸出に比べて若干減少しやすい可

能性がある。また、中国の所得弾性値は、アメリカに比べ相当程度に高いものとなって

いる。米中貿易摩擦は、先行きの不透明感から世界的な景況感の悪化をもたらしている

が、今後、世界経済全体の需要低迷といった事態に至るような場合は、中国の方が輸出

の減少につながりやすい構造にあるといえる。 
中国は輸出への依存度を近年低下させているが、アメリカと比べると輸出動向が経済

に与える影響は引き続き大きい 。加えて、上述の米中輸出の貿易弾性値の推計結果は、

中国がアメリカに比べて、貿易摩擦が価格競争力に与える影響や外需の低迷につながっ

た場合の影響をより受けやすい輸出構造を有していることを示唆している。 

第 図 輸出の価格・所得弾性値の時系列変化

（アメリカ） （中国）

次に、推定期間中のアメリカと中国の輸出の貿易弾性値の時系列変化をみると、アメ

リカでは、価格弾性値と所得弾性値はいずれも緩やかな低下傾向にある。前項では、ア

メリカがGVCにおける後方への参加を徐々に進めていることを確認したが、後方への

各変数のインパルス応答について、ショック後 期分の事後平均値の累積値を用いて求めた。

アメリカと中国の輸出の対GDP比はそれぞれ ％、 ％（ 年）。

（年）

（備考）世界銀行、BIS、中国国家統計局より作成。

所得弾性値

価格弾性値

（年）

所得弾性値

価格弾性値

（備考）世界銀行、BIS、アメリカ商務省より作成。
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参加の進展が、自国通貨の変動が中間投入の輸入コストに与える影響を高め、価格弾性

値を低下させたと思われる。また、アメリカでは、 年代に輸送機器業で粗付加価値

率が低下したことが知られており、自動車等の輸出品の付加価値が低下し、所得弾性値

の低下につながった可能性もある 。なお、 年代初頭のITバブル崩壊、 年に始ま

った世界金融危機、 年頃からの世界的な貿易停滞（「スロー・トレード」）の時期に

所得弾性値が上昇する傾向もみてとれるが、これらは、外需の変動以上に輸出が変動す

るブルウィップ効果が表れたものと考えられる。中国については、 年代後半に、そ

れまでにみられた価格弾性値の上昇と所得弾性値の低下が、価格弾性値の低下と所得弾

性値の上昇へと転じていることが確認できるが、これはこの時期に中国が自国の付加価

値輸出を高めたことが背景としてあると考えられる。実際、中国の付加価値輸出の総輸

出に対する比率（VAX比率）の上昇が一服 したとみられる 年以降については、価格

弾性値・所得弾性値とも横ばいの動きとなっている。

３．グローバル・バリュー・チェーンを通じた貿易摩擦の波及可能性

以下では、付加価値貿易統計を用いて、米中間の通商問題の激化によりアメリカと中

国の輸出量が減少した場合に、その影響を受けやすいと考えられる国・地域を検証して

いく。

（アメリカの輸出の付加価値構造）

アメリカの輸出（ 年 ）のうち、約 ％は自国の付加価値、約 ％は海外からの付

加価値で構成されている。海外からの付加価値の国・地域別シェアをみると、日本、

EU、カナダの合計は 年時点では約６割を占めていたが、 年には約 ％まで低下し

ており、新興国の占める割合が高まっている（第 図）。特に中国は、 年以降急

速にシェアを拡大させている。海外からの付加価値に占める中国のシェアは、 年には

３％に過ぎなかったが、 年には ％と約４倍に拡大している（第 図）。このこ

とは、中国がアメリカの輸出品に必要な中間財の供給を増やしていることを意味し、世

アメリカの輸送機器業の粗付加価値率は 年に ％であったものが、 年には ％まで低下しており、同じ

く後方への参加を進める中で粗付加価値率を高める戦略をとったドイツの輸送機器業（ 年： ％→14年 ％）

とは対照的である（内閣府（ ））。アメリカでは北米自由貿易協定（NAFTA: North American Free Trade 
Agreement）が発効した 年以降、特に自動車等の輸送機器業においてメキシコの安価な労働力を活用したオフシ

ョアリングが進んだことが指摘されている。 年時点の産業別の後方への参加率をみると、輸送機器業では ％

と最も高く、 年時点の ％から大幅に上昇している（OECD (2015)）。なお、こうした傾向は、第 図の

アメリカの自動車輸出のVAX比率をみても確認できる。

第１ 図を参照。

UNCTAD-Eora GVC Databaseのナウキャストによる推計値。
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界における製品の最終組立地から脱却する方向に進んでいるとした前述の分析と整合的

である。輸出に占める海外からの付加価値比率自体は低いものの、海外からの付加価値

に占める中国のシェアの拡大は、アメリカの輸出産業が中国からの輸入財への依存度を

高めていることを意味する。つまり、アメリカの対中輸入に対する関税率引上げのアメ

リカの輸出産業への影響が年々大きくなっていることが示唆される。

アメリカの輸出品のうち、高付加価値製品において中国の付加価値比率（各製品のア

メリカからの総輸出額に占める中国からの付加価値の割合）が高まっているかを確認す

るため、自動車と半導体等について、中国、日本、ドイツの付加価値比率をみていく。

アメリカから輸出される自動車、半導体等ともに、付加価値比率は、 年以降日本で

は低下、ドイツではおおむね横ばいである中、中国では急速に伸びている。 年には自

動車、半導体ともに中国の付加価値比率が日本とドイツを上回っている（第 図）。

アメリカは高付加価値製品についても、中国からの輸入財・サービスへの依存度を高め

ているとみられ、仮にアメリカの中国に対する追加関税措置によって、こうした製品の

中国の付加価値輸出が減少した場合、アメリカの自動車や半導体等輸出にも影響が及ぶ

可能性を示唆している。

第 図 アメリカの輸出に占める海外からの付加価値の国・地域別シェア

日本 EU28 カナダ メキシコ 中国

韓国 台湾 インド ASEAN その他（％）

（備考）１．UNCTAD­Eora GVC Database より作成。

２． 年の値は、UNCTADのナウキャストによる推計値。

（年）

EU・日本

カナダ・メキシコ

NAFTA

アジア主要国・

地域

その他
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第 図 アメリカの自動車・半導体等の輸出に占める

中国・日本・ドイツの付加価値比率

（自動車） （半導体等）

次に、アメリカの輸出に付加価値を供給している各国・地域の中で、米中間の通商問

題によりアメリカの輸出量が大きく減少した場合に受ける影響が大きいとみられる国を

検証するため、アメリカの輸出に占める海外からの付加価値の対各国・地域GDP比をみ

ていく。各国・地域の対GDP比をみることで、各国・地域の経済規模を調整した形で、

アメリカへの各輸出国・地域の付加価値輸出の規模をみることができる。上述のとおり

、UNCTAD-Eora GVC Databaseでは、加工貿易で輸出される財について、海外からの

付加価値が過小評価されている可能性があるため、ここでは OECD-WTO TiVA Database

を用いて試算した数値（両データベースで示すことができる直近年である 年）と併せ

て示すこととする。

アメリカの輸出に含まれる海外付加価値額の対各国・地域GDP比をみると、北米自由

貿易協定（NAFTA）によりアメリカとの貿易上の結びつきが強いカナダとメキシコで

高くなっており、アメリカの輸出が減少した場合、これら両国へのGVCを通じた経済

への影響が懸念される。それ以外の国・地域については、EUと日本ではいずれのデー

タベースでも、対GDP比で ～ ％と低い。経済規模を反映して、韓国、台湾、タイ、

マレーシア、シンガポールといったアジア地域でやや高くなっているものの、対GDP比

で ％未満と低い水準にとどまっている（第 図）。

本節脚注 を参照。

中国

ドイツ
日本

（備考）UNCTAD­Eora GVC Database より作成。

（％）

（年）

中国

日本

ドイツ

（備考）UNCTAD­Eora GVC Database より作成。

（％）

（年）
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第 図 アメリカの輸出に占める各国・地域の付加価値額（対各国・地域GDP比）

UNCTAD-Eora GVC Databaseによる順位 OECD-WTO TiVA Databaseによる順位

（中国の輸出の付加価値構造）

年の中国の輸出に占める国内付加価値は約 ％、海外からの付加価値は約 ％とな

っている。中国の輸出に占める海外からの付加価値の国・地域別シェアをみると、アメ

リカのシェアは低下傾向にあり、 年の約 ％から、 年の ％弱へと下落している。

年時点では、アメリカ、日本、EUで ％を占めていたが、 年にはその割合は約

％まで低下しており、アメリカの輸出構造と同様に、新興国のシェアの高まりがみら

れる。また、ASEANからの付加価値の割合が高まっており、 年の約６％から、 年

の ％まで上昇している。その結果 年には日本を除くアジア（韓国、台湾、インド、

ASEAN）で４分の１以上を占めている（第 図）。アメリカ、日本、EUといった

先進国のシェアの低下は、中国が高付加価値の財を輸入するのではなく、自ら生産する

順位 国名 対GDP比（％）

カナダ

メキシコ

マレーシア

フィリピン

シンガポール

タイ

韓国

台湾

ドイツ

日本

EU28
インドネシア

中国

インド

ベトナム

順位 国名 対GDP比（％）

カナダ

メキシコ

台湾

シンガポール

マレーシア

ベトナム

韓国

タイ

中国

ドイツ

フィリピン

日本

EU28
インド

インドネシア

UNCTAD (2015) OECD­TiVA (2015)
（％）

（備考）UNCTAD­Eora GVC Database、OECD.Stat、IMF“World Economic  Outlook  Database,  October
2018”より作成。
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方向に進んでいることの表れであると考えられる。また、ASEANのシェアの高まりは、

中国とASEAN諸国とのGVCの中での経済的結びつきが強まっていることを示唆してい

る。

第 図 中国の輸出に占める海外からの付加価値の国・地域別シェア

中国の主要な輸出品のうち、コンピュータと衣服について、アメリカ、日本、ドイツ

の付加価値比率をみると（第 図）、いずれの財についてもアメリカと日本の低下

傾向がみてとれるが、特にコンピュータでは顕著な低下が確認できる。また 年までは

わずかに増加していたドイツも、 年にかけては低下を示している。これは、中国がコ

ンピュータ等の高付加価値品の生産で使用する中間財について、徐々に海外への依存度

を低下させていることを反映したものであり、仮に中国のアメリカに対する追加関税措

置 によって、こうした製品のアメリカの付加価値輸出が減少した場合でも、中国のコ

ンピュータ輸出は以前よりは影響を受けにくくなっているといえる。

年のアメリカの追加関税措置に対抗して中国が実施した追加関税措置では、半導体や集積回路も対象とされた。

ただし、スマートフォンやタブレット端末は対象とされていない。 

アメリカ 日本 EU28 韓国

台湾 インド ASEAN その他（％）

（年）

（備考）１．UNCTAD­Eora GVC Databaseより作成。

２． 年の値は、UNCTADのナウキャストによる推計値。

アメリカ・

EU・日本

アジア主要国・

地域

その他

アメリカ 日本 EU28 韓国

台湾 インド ASEAN その他（％）

（年）

（備考）１．UNCTAD­Eora GVC Databaseより作成。

２． 年の値は、UNCTADのナウキャストによる推計値。

アメリカ・

EU・日本

アジア主要国・

地域

その他

－  94 －



第 図 中国のコンピュータ・衣服の輸出に占める

アメリカ・日本・ドイツの付加価値比率

（コンピュータ） （衣服）

次に、米中間の通商問題により中国の輸出量が減少した場合に影響を受けやすい国・

地域を検証するため、中国の輸出に占める海外からの付加価値の対各国・地域GDP比を

みる。中国については、加工貿易で輸出する財の割合が高いことから、ほとんどの国・

地域でUNCTAD-Eora GVC Database を用いて試算した数値はOECD-WTO TiVA Database

で試算したものよりも低い水準となっている 。特に台湾については、中国の加工貿易

で輸出する財への付加価値輸出の割合が突出して高いものと考えられ、両者の差が顕著

に表れているが、その他の国・地域については、両データベースを用いて試算した順位

の結果はおおむね同様となっている（第 図）。

中国の輸出に含まれる海外からの付加価値額の対各国・地域GDP比は、韓国、台湾、

東南アジアで高く、アメリカやEUでは低い。日本は対GDP比で ％程度となっており、

アメリカやEUよりは高い。中国の輸出が減少した場合のGVCを通じた影響は、アジア

地域で大きくなると考えられる。

本節脚注 を参照。 

アメリカ

ドイツ

日本

（備考）UNCTAD­Eora GVC Database より作成。

（％）

アメリカ ドイツ

日本

（備考）UNCTAD­Eora GVC Database より作成。

（％）
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第 図 中国の輸出に占める各国・地域の付加価値額（対各国・地域GDP比）

UNCTAD-Eora GVC Databaseによる順位 OECD-WTO TiVA Databaseによる順位

アジア地域について、アメリカの輸出と中国の輸出に占める付加価値の対各国・地域

GDP比と比較すると、いずれの国・地域でも中国の輸出の方が高い水準となっており、

アメリカの輸出減少よりも、中国の輸出減少がGVCを通じて各国・地域に波及する影

響が懸念される。

（米中の国内最終需要における海外からの付加価値構造）

ここまで、GVCの中での財の供給国（輸出国）としてのアメリカ及び中国をみてき

たが、以下では財の需要者（輸入国）としての側面をみていきたい。そのため、国内最

終需要（国内で消費や固定資本形成等に用いられた財）の国別付加価値構成を確認する

。

最終需要の国別付加価値構成は、データが入手可能なOECD-WTO TiVA Databaseより作成。最新値は 年。

順位 国名 対GDP比（％）

マレーシア

韓国

シンガポール

タイ

フィリピン

インドネシア

日本

ベトナム

ドイツ

台湾

EU28
インド

アメリカ

順位 国名 対GDP比（％）

台湾

韓国

マレーシア

シンガポール

タイ

フィリピン

ベトナム

日本

インドネシア

ドイツ

EU28
インド

アメリカ

UNCTAD (2015) OECD­TiVA (2015)
（％）

（備考）UNCTAD­Eora GVC Database、OECD.Stat、IMF“World Economic  Outlook  Database October,
2018”より作成。
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年時点のアメリカの国内最終需要は、約 ％は自国付加価値、残りの約 ％が海外

からの付加価値で構成されている。海外からの付加価値の国・地域別内訳では、EUが

最大のシェア（約 ％）を占めている。ただし、EUも含めた先進国のシェアは低下す

る傾向にある。 年以降シェアを拡大させているのが中国であり、 年時点では約 ％

であったが、 年には約 ％とシェアが 年間で２倍になっている（第 図）。ア

メリカからの輸出財のみならず、アメリカ国内で消費・投資される財についても、中国

の付加価値の比重が高まっている。

中国の国内最終需要をみると、 年時点での自国付加価値の割合は約 ％、海外から

の付加価値の割合は約 ％とアメリカとほぼ同じ水準である。主要国・地域の中でEU

が最大のシェア（約 ％）を占めている点もアメリカと同様である。ただし、中国では、

年から 年までの 年間の各国・地域のシェアには大きな変化がみられない。また、

韓国、台湾、ASEANが国内最終需要に占める付加価値のシェアは、中国の方がアメリ

カよりも高い。アメリカの付加価値のシェアは、 年時点の約 ％から 年には約 ％

となっており、緩やかにではあるが上昇している（第 図）。

アメリカ、中国ともに国内最終需要面からみると、自国の付加価値が大半を占めてい

るため、米中の貿易制限措置による影響は短期的には限られたものとなると考えられる。

ただし、米中の付加価値輸出がお互いの国内最終需要のうちの海外からの付加価値に占

めるシェアをみると、いずれも高まる傾向にある。また、シェアの拡大のスピードには

差があり、中国の国内最終需要に占めるアメリカの付加価値に比べ、アメリカの国内最

終需要に占める中国の付加価値のシェアは急速に拡大している。需要面からみても、ア

メリカは中国への依存度を着実に高めている。

第 図 米中の国内最終需要に占める海外からの付加価値の国・地域別シェア 
（アメリカ）   （中国）

アメリカ EU28 日本 韓国

台湾 インド ASEAN その他
（％）

（年）
（備考）１．OECD.Stat より作成。

２．本指標の最新値は 年。

日本 EU28 カナダ メキシコ
中国 韓国 台湾 インド
ASEAN その他（％）

（年）
（備考）１．OECD.Stat より作成。

２．本指標の最新値は 年。

アメリカ EU28 日本 韓国

台湾 インド ASEAN その他
（％）

（年）
（備考）１．OECD.Stat より作成。

２．本指標の最新値は 年。
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（４）GVCと米中貿易：まとめ

世界全体でみると、 年代にはGVCの停滞がみられる。そうした中、主要国の中

でも中国は、GVCにおける位置付けに変化がみられる。中国は現在でも、先進国にと

って重要な製品の最終組立地であることに変わりはないが、少しずつGVCの中で先進

国の位置付けに近づいている。つまり、高付加価値の財を輸入に頼るのではなく、自国

で生産する方向にシフトしている。これに伴いGVCへの参加も、かつては国外から中

間財を輸入し加工した上で輸出する形での参加が主であったが、現在では自らが第三国

に中間財を供給する形での参加も活発になっている。このことは、アメリカを始めとす

る先進国からみても、自国の輸出に含まれる中国からの付加価値の割合が上昇している

こと、そして中国からの輸入が先進国の輸出産業を支えている側面が強まっていること

を意味する。 
米中貿易をみると、輸出に含まれる海外からの付加価値のうち１割前後は、お互いの

国から輸入した付加価値である。特に、アメリカの輸出に含まれる中国から輸入された

付加価値は急速に高まっており、中国との結びつきがGVCの中で深まっている。米中

間の追加関税といった貿易制限措置により米中間で互いの輸入量が減少すれば、それは

自国の輸出の減少につながる可能性もある。 
また、米中の輸出には、幅広い先進国及び新興国等の付加価値が含まれている。この

ため、米中間の貿易摩擦はGVCを通じてこれらの国にも波及すること、また、これら

の国では、一般に経済の開放度が高く、また経済規模も小さいため、その影響がより大

きいものとなることが見込まれる。特に韓国、台湾や東南アジアでは、アメリカの輸出

よりも中国の輸出が減少した場合のGVCを通じた波及効果が大きいとみられる。 
米中間の貿易摩擦は、当事者であるアメリカと中国のみならず、中国の産業の高付加

価値化に伴い、自国の輸出産業が中国への依存度を高めている先進国や、中国の輸出産

業を通じて結びつきを深めているアジア新興国等の貿易にも広く影響する可能性がある

といえる。 
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研究開発

デザイン

生産要素

の購入

付加価値

サービス

マーケティング

完成品等の

販売

生産

（備考）内閣府（ ）より引用。

生産の前段階

（研究開発等）
生産工程

（素材購入、製造等）

生産の後段階

（マーケティング等）
消費者

典型的なGVCにおいては、生産工程の前後の段階におけるサービス産業の付加価値が相対的

に高い可能性が指摘されている。

スマートフォンを例にとると、この付加価値はアプリやユーザーインターフェースといった

知識資産（Knowledge­based capital）に含まれるものと考えられる。

しかしながら、こうした無形の資産の国際取引は、統計データ等で十分に捉えきれていない。

（参考）付加価値貿易統計で捉えられるGVCの範囲について 

 

典型的なGVCにおいては、部品の製造、製品の組立といった生産工程以外にも、研究開発やマーケティング等生産

の前段階、後段階で付加価値が創造されている。こうした生産工程の前後の段階のサービス産業の付加価値は、生産

工程で生み出される付加価値よりも高いとされているが、付加価値貿易統計では十分に捉えられていない 。また、

ある国が他国から輸入した資本財を用いて製品を生産し、それを第三国に輸出した場合、その輸出の付加価値の一部

は資本財を輸出した国に帰属すると考えられるが、付加価値貿易統計では、全て製品を生産した国が創出した付加価

値として計上されている。 

 

GVCの各段階における付加価値の概念図

 

 

OECD (2013) を参照。 
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